様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2021年　1月　12日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）とっぱんふぉーむず
                一般事業主の氏名又は名称 トッパン・フォームズ株式会社
[bookmark: _GoBack]（ふりがな）さかた　こういち
                           （法人の場合）代表者の氏名  坂田　甲一   印
住所　〒105-8311　東京都港区東新橋１丁目７番３号

法人番号　　　4010401050341　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	トッパンフォームズ統合報告書2020


	公表日
	2020年　10月　14日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・公表方法：弊社Webサイト（https://www.toppan-f.co.jp/ir/pdf/2020/rpt2020.pdf）、冊子の配布
・記載箇所：P1、6、7、10、11

	記載内容抜粋
	＜デジタル技術が社会や自社の競争環境にどのような影響を及ぼすかについての認識＞
・当社を取り巻く経営環境は、企業や社会におけるさまざまな局面でDXの取り組みが本格化しており、ペーパーレス化やデジタル化などの構造的な変化が加速しています。【P11－社長メッセージ】
・今、あらゆる分野、領域においてデジタル化が進んでおり、情報の伝達においては、より即時に、かつ双方向のコミュニケーションが求められるようになりました。一方で、デジタル化に取り残され不便な思いをするユーザーもいます。「対価を支払ってでも、紙の印刷物を受け取りたい」というように、生活者の紙媒体へのニーズもまた顕在化しているのです。このような状況の中で、当社が果たすべき役割とは何でしょうか。それは、必要とされる情報を、求められる形で、スピーディーかつ確実に届けることだと考えています。当社がこれまで蓄積してきた技術やノウハウを活かし、企業からユーザーへの一方的な通知にとどまることのない、両者がリアルタイムかつ円滑にやりとりできる基盤の提供を目指します。そして、紙と電子、電子の中でも、メール、SMS、「+メッセージ」と、配信手段の使い分けを最適化し、必要性やニーズにマッチした情報伝達の実現を図ります。これは、全てのユーザーを取り残さない「人にやさしいデジタル化」を実現するものでもあります。【P10、11－社長メッセージ】
＜経営ビジョン＞
・社会に貢献し続けるグッドカンパニーの実現（豊かで健全な社会の形成、安全・確実な情報伝達手段の確立、環境に配慮したビジネス展開）【P7－価値創造ストーリー】
＜ビジネスモデルの方向性＞
・従来型のソリューションと最先端のデジタル技術を掛け合わせ新たな価値を提供する「デジタルハイブリッド」。【P1－巻頭】
・デジタルハイブリッド企業としての成長基盤を確立
　1 新たな価値の創造（デジタル分野を中心に、新規領域への取り組みを推進）
　2 既存事業の競争力強化（先端技術を活用し、既存事業の競争優位性を高める）
　3 経営資源の最適化（構造改革やビジネスの合理化を進め、収益力を強化）
【P6、7－価値創造ストーリー】

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	統合報告書は、取締役会で承認を得た「中期経営計画（2020年度～2022年度）」の内容に沿い制作し、公開している。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 トッパンフォームズ統合報告書2020、
2 2020年3月期決算説明会資料
3 2020年3月期決算短信
4 2020年3月期有価証券報告書

	公表日
	1 2020年　10月　14日
2 2020年　 5月  28日
3 2020年　 4月  28日
4 2020年　 6月  26日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 公開方法：弊社Webサイト（https://www.toppan-f.co.jp/ir/pdf/2020/rpt2020.pdf）、冊子配布
記載箇所：P12、8
2 公開方法：弊社Webサイト（https://www.toppan-f.co.jp/ir/pdf/presentations/20200528_1.pdf）
記載箇所：スライドNo.10
3 公開箇所：弊社Webサイト（https://ssl4.eir-parts.net/doc/7862/tdnet/1820826/00.pdf）、TDnet
記載箇所：P6
4 公開方法：弊社Webサイト（https://ssl4.eir-parts.net/doc/7862/yuho_pdf/S100ISZN/00.pdf）、EDINET
記載箇所：P9

	記載内容抜粋
	・1. デジタルハイブリッド企業としてのプレゼンスの向　　　　
　上
2. 事業ポートフォリオ変革と構造改革の推進による収益力強化
3. フロンティア領域における事業の創造
4. 社会から信頼される攻めのCSRの実践
【①P12－社長メッセージ】、【②スライドNo.10】、【③ P6】、【④P9】
・デジタルハイブリッド企業としてのプレゼンス確立に向け、まず重要なテーマが、プラットフォームの創生です。2020年6月に公開した共通手続きプラットフォーム「AIRPOST（エアポスト）」は、提供サービスを順次拡充し、利用の浸透、拡大を図ります。【①P12－社長メッセージ】
・「AIRPOST」は、複数の企業との一括手続きを可能とする、これまでにない画期的なプラットフォームです。住所変更や口座振替の手続きから、将来的には行政手続きまで、幅広いサービスが負担なく行えるようになります。【①P8－特集】
・「AIRPOST」のサービスモデルは、補足資料の通り（【トッパンフォームズ】DX認定制度申請チェックシート_補足資料.pptx　スライドNo.1）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①および②は、決算説明会資料は、取締役会で承認を得た「中期経営計画（2020年度～2022年度）」の内容に沿い制作し、公開している。
③および④は、取締役会の承認を得て公開している。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 トッパンフォームズ統合報告書2020　P13、26、29
2 2020年3月期決算説明会資料　スライドNo.16
3 2020年3月期決算短信　P6
4 2020年3月期有価証券報告書　P9

	記載内容抜粋
	＜組織・体制＞
・●デジタルハイブリッド®のプレゼンス確立に向けた経営体制の整備
　・新体制で成長戦略の着実な推進と、経営体制の強化を図る
　・代表取締役会長、デジタル領域に知見の高い取締役を新たに選任
【②スライドNo.16】
・当社グループは、デジタル領域において人材と組織の両面からレベルアップを図る【③P6】、【④P9】

＜人材確保＞
・新しい分野に注力するためには、即戦力となる人材を拡充することもポイントとなります。そのために、採用の多様化を進めており、特に変化の速いデジタル領域の人材については、従来の定期採用にこだわらず、さまざまなチャンネルで採用活動を行います。【①P13－社長メッセージ】

＜人材育成＞
・デジタルハイブリッドの推進にあたって、ソフトウエア開発を含むソリューション案件が増加しています。多様な技術が要求される複合案件では、多くの技術者の力を結集してプロジェクトを円滑に進め、より高い付加価値を生み出すためのプロジェクトマネジメントの重要性が高まっています。当社では、中堅の営業職やSE職を対象に、一般的な「プロジェクトマネジメントスキル」の習得に加え、実際の案件をベースに具体的な実践スキルを身につけることを目的としたプロジェクトマネジメント研修を実施しています。【①P26－人材】

＜外部組織との関係構築・協業＞
・顧客に新たな価値を提供する「デジタルハイブリッド」への取り組みを加速させるため、外部の力を活用するオープンイノベーションを推進し、最先端技術の研究開発を効率的に進めています。ICカードやICタグ・ラベルなどの自動認識技術や無線通信技術、インク化や表面処理などの材料開発技術を応用して、国の支援プログラムや大学・各種独立行政法人との共同研究開発にも積極的に参画しています。また、大学や研究機関だけでなく、スタートアップ・ベンチャー企業との交流も積極的に行い、PoC（Proof of Concept）を進めながら研究開発の質の向上に取り組んでいます。さらには、新製品・新サービスの種となるアイデアの質を高め、個々の発想力を育成するため、中央研究所では2018年からアイデア創発活動を開始しています。活動範囲も他部門へと広げ、内部からもイノベーションを生み出すきっかけづくりを行っています。【①P29－研究開発】



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 トッパンフォームズ統合報告書2020　P14
2 2021年3月期第2四半期決算説明会資料（https://www.toppan-f.co.jp/ir/pdf/presentations/20201111_1.pdf）スライドNo.18

	記載内容抜粋
	・社会的価値の高い独自のサービスや製品を開発・提供するべく、今後3カ年において研究開発費の予算を大幅に増額する予定です。【①P14－財務担当役員メッセージ】
・2021年3月期の主な設備投資（見込み）：全社基幹システム構築関連費用 8億円【②スライドNo.18】



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 2019年3月期決算説明会資料
2 2021年3月期第2四半期 決算説明会 質疑応答議事

	公表日
	1 2019年   5月 14日
2 2020年　11月 11日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 公開方法：弊社Webサイト（https://www.toppan-f.co.jp/ir/pdf/presentations/20190514_1.pdf）
掲載箇所：スライドNo.9
2 公開方法：弊社Webサイト（https://www.toppan-f.co.jp/ir/pdf/presentations/20201111_2.pdf）
掲載箇所：P4

	記載内容抜粋
	・デジタルソリューションの構成比を倍増（2019年3月期実績→2022年3月期）【①スライドNo.9】
・現在は印刷関連およびその周辺事業の比率が 7 割程度で、純粋なデジタル領域の比率は 1 割にも達していません。中長期的な構想として拮抗する程度までデジタル領域の比率を高めていきたいと考えています。今後、数値目標を含めた具体的なロードマップの公表も検討していきます。【②P4】



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年　11月　11日


	発信方法
	弊社Webサイトにて、社長プレゼン動画、プレゼン資料、質疑応答議事を公開。（https://www.toppan-f.co.jp/ir/presentations.html）

	発信内容
	2021年3月期上期の業績、今後想定される新型コロナウイルス感染症の影響、2021年3月期通期の業績見込み、弊社グループが目指す中長期的な展望、それを実現するための具体的な取り組み（デジタル・ガバメント、「AIRPOST」を含むRCS関連サービス、ペイメントサービス、SDGsへの取り組み）を代表取締役社長の坂田が説明。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2018年　10月頃　～　継続中

	実施内容
	一定の準備期間の後に、全社業務改革及び次期基幹プラットフォーム構築のプロジェクトを設け、自社ITシステムの現状把握および課題抽出を行い、改善に向けた取り組みを推進。具体的な取り組みは以下の通り。
・営業・販促が拡販活動に専念できるよう全ての業務プロセスを改革する
・新規ビジネスモデルにも柔軟に対応可能な基幹システムへ刷新する
・弊社グループ共通の基幹プラットフォームを構築しガバナンスを強化 する



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2015年　9月頃　～　継続中
※上記は日本CSIRT協議会加盟時期

	実施内容
	個人情報を取り扱う事業を行っているため、サイバー攻撃を重大な脅威だと認識し、従前より以下のような対策を実施している。
・サイバーセキュリティ経営ガイドラインに基づき、CISOをリーダーとするセキュリティ委員会を定期的に開催し、組織内CSIRTによるサイバーセキュリティを推進。
・主要事業のセキュリティ統制について第三者評価としてSOC2 Type1を受領。 【ニュースリリース2019/11/18（https://www.toppan-f.co.jp/news/2019/1118.html）】
・セキュリティ内部監査を年２回実施。内部監査員制度と地区分割により地区間相互監査を行い、監査精度向上を実現。
・定期評価が規定されている委託先評価のチェック項目にサイバーセキュリティ経営ガイドラインの項目を追加。委託先のサイバーセキュリティとサプライチェーン攻撃対策を確保
・インシデント発生時に、早期確実に通報されるよう、メール訓練を毎月実施。合わせて外部訓練へ参加。
・情報処理安全確保支援士を５名取得し、組織内CSIRTのメンバーとして参加。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

